
（ ）

障害者施策

0.2

計

（目）職業能力開発支援事
業委託費

（目）委員等旅費

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

4,896 4,386 -

6,330

年度

47

47

障害者基本計画（平成25年９月閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 104.7

49

51.3

51

-

-

-

－ -

1,695

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0618

年度29

-

55

-

歳出予算目平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

0.5

（目）庁費

計算式
執行額/受
講者数

267,818

1,060,637,157円/4,896人

26年度

単位

6,700 7,000 7,330

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

1,347 1,796 1,810 1,695 0

1,142 1,146

執行率（％） 79% 64% 63%

平成１６年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

2

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

ハローワークに求職を申し込んだ障害者等に対し、当該障害者の住む身近な地域で障害者の態様や障害程度に配慮した多様な職業訓練機会を確保・提供
することで障害者の就職促進を図る。

前年度から繰越し － －

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

0.4

28年度当初予算

1,145,768,151円/7,330人1,141,969,886円/4,386人

（目）職員旅費

－

-

補正予算

円

1,810

単位

単位当たりのコスト＝X／Ｙ
x：「執行額」

Ｙ：「受講者数」

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

－

1,061

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

ハローワークへの身体障害者、精神障害者、知的障害者等の求職障害者数が大きく増加していることに加え、求職障害者の障害の重度化・多様化も進んで
いる。このような状況の下、求職障害者の就職を実現するための職業訓練の重要性が増していることから、国が都道府県と訓練に係る委託契約を結び、都道
府県が事業の実施主体となり、企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間教育訓練機関等の多様な委託訓練先を活用し、障害者の住む身近な地域で訓練を実
施することにより、障害者の職業能力の向上を図る。

－ -

1,347

－ －

- -

委託訓練修了者の就職率

25年度

事業番号

障害者の態様に応じた多様な委託訓練の実施 担当部局庁 職業能力開発局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 能力開発課 能力開発課長　波積　大樹

事業名

会計区分

28年度

－

翌年度へ繰越し －

計

社会保障

1,796

委託訓練修了者の就職率
を平成28年度までに53％と
する

実施方法

％

精算中

人
受講者数

1,695,291,000円/6,330人

28年度活動見込

216,633 260,367 156,312

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
職業能力開発促進法第16条

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

1,695 0

(目）諸謝金

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

人

労働保険特別会計雇用勘定

1,691.9

精査中 

精査中 

精査

（速報値） 



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

-

-

-

実績値 % 47.1

施策 福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等をすること（施策目標Ⅴ－２－２）

政策 働く者の職業生涯を通じた持続的な職業キャリア形成への支援をすること(政策大目標Ⅴ-２）

-

定性的指標
目標年度

－

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

特例子会社、重度障害者多数雇用事業所、社会福祉法人、NPO法人等多様な委託訓練先を活用し、個々の障害者及び企業の人材ニーズに対応し
た職業訓練のコーディネイトを行い、企業の人材ニーズに対応した就職促進及び就職後の雇用継続に資する訓練を機動的に実施する。多様な機関
を活用して、知識・技能習得訓練コースや実践能力習得訓練コース等個々の障害者及び企業の人材ニーズに対応した職業訓練を実施することで、
職業能力の向上を図り、就労を支援する。

-

- 29

改革
項目

分野： - -

施策の進捗状況（実績）

26年度 27年度

51.3

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

－

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

-

障害者委託訓練修了者における就職率

-

-

年度

施策の進捗状況（目標）目標

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

‐

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

雇用のセーフティーネットとしての障害者に対する職業訓練
は国の責務として国が実施すべき事業である（雇用対策法
第４条第１項２号及び８号）。ハローワークへの求職障害者
が増大する中、求職障害者の就職を実現するためには訓練
機会の確保が重要であることから本事業の優先度は高い。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

年度

- -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

- - -

○

単位

○

職業能力開発促進法第15条の７第３項の規定に基づき国と
都道府県が委託契約を締結して実施する委託事業であり、
支出先として都道府県を選定することが妥当である。

-

計画開始時
27年度 28年度

47 49 51 -

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

ハローワークへの求職障害者が増大する中、求職障害者の
就職を実現するためには訓練機会の確保が重要である。本
事業は広く国民のニーズがあり、雇用のセーフティーネットと
しての障害者に対する職業訓練は国の責務として国が実施
すべき事業であることから国費を投入する必要がある。

55

目標最終年度

○

-

雇雇用のセーフティーネットとしての障害者に対する職業訓
練は国の責務として国が実施すべき事業である（雇用対策
法第４条第１項２号及び８号）。本事業は、障害者の住む身
近な地域で多様な訓練機会を確保するため、国が都道府県
と委託契約を結び、都道府県が事業の実施主体となって民
間の訓練実施機関を活用して訓練を実施するものである。



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

訓練受講者が予定を下回ったことにより、障害者職業能力
開発支援事業委託費を要することが少なかったため。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

本事業は、障害者の住む身近な地域において必要な訓練を
確保することを目的としており、様々な地域で多様な訓練機
会を設定しているものの、完全に受講希望者のニーズと合
致することは不可能であることから定員充足率が低くなって
いる。今後は更に訓練定員充足率を高める改善に努めるこ
ととしている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
増加する精神障害者等の求職障害者に対応するため更なる
充足率の向上を図ることとする。

○

所管府省・部局名

－

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

成果目標を着実に上回る見込みである。

事業番号

関
連
事
業

障害者雇用促進関係経費、障害者等の
職業相談経費

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

618

平成24年度

平成27年度

　本事業は、求職障害者が希望する就職をするために職業
能力の向上が求められる場合に、公共職業訓練を実施する
ものである。一方、職業安定局の2つの事業は、障害者に対
するハローワークの職業相談、職業紹介等の支援を行う事
業であり、その対象者や就職支援の内容が異なる。このた
め、役割分担は適切なものとなっている。
　また、社会・援護局の事業は障害者の身近な地域において
就業面（就業に関する相談支援等）及び生活面における一
体的な支援を行うことを目的としているため、事業の目的及
び対象が異なる。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業における委託費は原則、訓練受講生一人当たり月9
万円を上限としているが、これは一般の求職者を対象とした
委託訓練の訓練コースの委託費と同水準である。一般の求
職者に比べて障害者に対する訓練実施機関の負担が大き
いこと、一コース当たりの受講生は少人数となること等も踏
まえると、本事業における委託費の単価の水準は必ずしも
妥当ではないといえない。

平成25年度

816

‐

平成26年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

障害者就業・生活支援センター事業
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部
障害福祉課

点検結果

627

717

外部有識者の所見

改善の
方向性

求職障害者の増加等に対応できるよう、引き続き効果的・効率的な業務運営に努める。

ハローワークにおいて身体障害者、精神障害者、知的障害者等の求職障害者が大きく増加していることに加え、障害の重度化・多様化も進ん
でいる。このような状況の下、求職障害者の就職を実現するためには、障害者の住む身近な地域での職業訓練機会を確保しつつ、障害特性
に配慮した効果的な委託訓練を実施する必要がある。
アウトプットについては、上述のとおり障害者の住む身近な地域において必要な訓練を確保することを目的としており、様々な地域で多様な訓
練機会を設定しているものの、完全に受講希望者のニーズと合致することは不可能であることから定員充足率が低くなっている。これについて
は、平成24年度行政事業レビュー公開プロセスにおいて「抜本的改善」とされたことを踏まえて、事業執行率等の改善に向け、平成25年度から
受講者数（見込み）を縮小させるとともに、委託先開拓のための委託費単価の見直しを行ったところであり、引き続き実績にみあった定員の確
保を検討する。
なお、平成26年度は特に精神障害者を始めとする求職障害者の急増に対応できるよう受講者数（見込み）の拡充を図ったところであるが、実績
を踏まえ事業の効率化を図るよう検討を進めることとする。

事業名

○

－

944

612,613

平成23年度

本事業は、訓練実施のための訓練実施機関に対する委託
経費及び訓練支援員の設置に必要な経費などが大部分を
占めており、実施に当たり必要不可欠な経費に限定されて
いる。

○

厚生労働省職業安定局

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省

１，１４６百万円

１ 施策の企画・立案、予算要求・編成
２ 都道府県訓練実施計画ヒアリング・都道府県への予算配賦

３ 事業実施に係る助言・指導、訓練支援員の研修等の実施。

Ｂ．事務費（厚生労働省）

０．４百万円

委託訓練指導等に係る職員旅費等

【随意契約・委託】

Ａ．都道府県（47都道府県）

１，１４６百万円

１ 委託訓練の設定
２ 障害者職業訓練コーディネーター、障害者職業訓練コーチ等の配置

３ ブロック別委託訓練事業推進交流会議の開催

Ｃ．委託訓練実施機関（民間団体）（（株））シーアイ総
合研究所 外２２０団体

委託訓練の実施

６３０百万円

【随意契約・委託】

D．事務費（47都道府県）

障害者職業訓練コーディネーター、障害者

職業訓練コーチ等の配置、会議開催経費

５１６百万円



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

障害者委託訓練の実施

障害者委託訓練の実施

障害者委託訓練の実施

障害者委託訓練の実施

障害者委託訓練の実施

障害者委託訓練の実施

障害者委託訓練の実施

障害者委託訓練の実施

障害者委託訓練の実施

障害者委託訓練の実施

51

49

71

69

65

37

35

35

5000020150002

7000020220001

8000020460001

－

－

－

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

- -

-

- -

法　人　番　号

1000020230006

1000020140007

4000020270008

1000020200000

1000020110001

4000020120006

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（その他）

- -

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

－

－49

8000020130001 117

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

7

5

6

株式会社サポートケ
イ

4010001103318 障害者委託訓練の実施 3
随意契約

（企画競争）
- - －

特定非営利活動法
人　職業能力開発支
援機構

2011805002038 障害者委託訓練の実施 2
随意契約

（企画競争）
- - －

3

4

1

2

株式会社シーアイ総
合研究所

1011001009763 障害者委託訓練の実施 15
随意契約

（企画競争）
- - －

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ＪＴＢ首都圏 9010701025088
委託訓練指導等に係る職
員旅費

0.4 - - －-

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－

－

－

－

10

－

- -

2

3

9

6

1

- -

-

- -

8

7

5 - -

- -

4

計 15 計 38

C.株式会社シーアイ総合研究所 D.東京都

費　目 使　途

事業費 求職障害者に対する職業訓練 15 業務費 障害者委託訓練に係る業務経費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 117 計 0.4

費　目 使　途
金　額

(百万円）

70

9

B.事務費

職員旅費等企業等への職業訓練の委託費

費　目

諸経費 訓練支援員への謝金、法定福利費、旅費

委託訓練指導等に係る職員旅費

38

使　途

事業費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

38

金　額
(百万円）

A.東京都

0.4

消費税

東京都

愛知県

神奈川県

大阪府

長野県

埼玉県

千葉県

新潟県

静岡県

鹿児島県

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京都ビジネスサー
ビス株式会社

9010601004852 障害者委託訓練の実施 10
随意契約

（企画競争）
- - －

株式会社D＆I 3010001134140 障害者委託訓練の実施 5
随意契約

（企画競争）
- - －

ジョブサポートパ
ワー株式会社

2020001046468 障害者委託訓練の実施 3
随意契約

（企画競争）
- - －

有限会社瀧澤 - 障害者委託訓練の実施 2
随意契約

（企画競争）
- - －



D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

8

9

6

7

新潟県 5000020150002
障害者委託訓練に係る業
務経費

17
随意契約
（その他）

- - －

10 京都府 2000020260002
障害者委託訓練に係る業
務経費

15
随意契約
（その他）

- - －

静岡県 7000020220001
障害者委託訓練に係る業
務経費

15
随意契約
（その他）

- - －

1

4

5

2

3

大阪府 4000020270008
障害者委託訓練に係る業
務経費

27
随意契約
（その他）

- - －

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

10

公益社団法人東京
聴覚障害者総合支
援機構 東京聴覚障
害者自立支援セン

7011005000085 障害者委託訓練の実施 2
随意契約

（企画競争）
- - －

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 5000020240001 障害者委託訓練の実施 1
随意契約
（その他）

- - －

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

三重県A

2 7000020220001 障害者委託訓練の実施 0.4
随意契約
（その他）

- -

3 4000020420000 障害者委託訓練の実施 0.2
随意契約
（その他）

- - －

4 7000020310000 障害者委託訓練の実施 0.1
随意契約
（その他）

- - －

A 静岡県

A 長崎県

A 鳥取県

－

イメージアンドクリエ
イト

- 障害者委託訓練の実施 2
随意契約

（企画競争）
- - －

有限会社スタートメ
ニュー

7011802028766 障害者委託訓練の実施 2
随意契約

（企画競争）
- - －

東京都 8000020130001
障害者委託訓練に係る業
務経費

38
随意契約
（その他）

- - －

愛知県 1000020230006
障害者委託訓練に係る業
務経費

23
随意契約
（その他）

- - －

長野県 1000020200000
障害者委託訓練に係る業
務経費

23
随意契約
（その他）

- - －

神奈川県 1000020140007
障害者委託訓練に係る業
務経費

23
随意契約
（その他）

- - －

埼玉県 1000020110001
障害者委託訓練に係る業
務経費

16
随意契約
（その他）

- - －

千葉県 4000020120006
障害者委託訓練に係る業
務経費

16
随意契約
（その他）

- - －


